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自治体による睡眠健康づくり事業の目標と実際

1. 睡眠健康の目標と指標の理解

2. ロジックモデルとアクションプラン

3. 立案のための参考事例と運用



「健康日本21（第三次）」
休養・睡眠分野に関する目標・指標

目標値（令和14年）現状値（令和元年）指標目標

80％
※20歳～59歳：75％

60歳以上：90％

78.3％
※20歳～59歳：70.4％

60歳以上：86.8％

睡眠で休養が
とれている者の割合

睡眠で休養が
とれている者の増加

60％
※20歳～59歳：60％

60歳以上：60％

54.5％
※20歳～59歳：53.2％

60歳以上：55.8％

睡眠時間が6～9時間
（60歳以上については6～
8時間）の者の割合

睡眠時間が十分に確保
できている者の増加

睡眠時間に関する目標値が新設（年代別）
睡眠で休養が取れている者の割合に年代設定が新設

質

量

R4～6年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究（東北大学・辻一郎）

参考：健康日本21（第2次）



【健康日本21（第三次）】
健康づくりのための睡眠ガイド2023
「推奨事項＆参考情報」

不眠症等の睡眠障害の予防・早期発見を含めた包括的な国民の睡眠健康増進指針

• 推奨事項（RECOMMENDATION）

0.   睡眠に関する基本事項
1. 成人版
2. こども版
3. 高齢者版

厚生労働省 睡眠対策：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/suimin/index.html





「健康づくりのための睡眠指針」の歴史的経緯
2000年～ 21世紀における国民健康づくり運動【健康日本21（第1次）】

• 適切な休養の確保がこころの健康増進の一要素

• 休養行動の中でも特に睡眠がこころの健康を維持・増進する上で重要

具体的目標

• 睡眠の確保を目的としてアルコール等の補助品（食品・薬品等）を使用せざるを得ない人

• 睡眠による休養を十分にとれていない人の減少

2002年（8月2日） 健康増進法の策定・公布

2003年5月1日～ 健康増進法の施行

• 国民健康・栄養調査（旧国民栄養調査）を原則毎年実施

• 休養の具体的目標に関わる数値統計を追跡する方針

• 「健康づくりのための睡眠指針－快適な睡眠のための7箇条」を策定

2013年～ 健康日本21（第2次）

• 【改訂】休養は心・身の健康の維持・増進に重要

具体的目標

• 睡眠による休養を十分にとれていない人の減少

• 週労働時間60時間以上の雇用者の減少（体や心を養う余暇時間確保のために長時間労働の減少）

2014年 【改訂】「健康づくりのための睡眠指針2014－睡眠12箇条」



睡眠時間の確保状況（国民健康・栄養調査）

52.58 

55.50 
53.92 53.96 

56.70 

50.97 

47.54 47.71 

55.02 
53.99 

55.30 55.77 

45

50

55

60

65

H21年 H26年 H29年 R1年

適切な睡眠時間が確保できている者の割合

20歳～39歳 40歳～59歳 60歳以上

15

25

35

45

55

H21年 H26年 H29年 R1年

男性 6時間未満

20歳～39歳 40歳～59歳

60歳以上

25

35

45

55

H21年 H26年 H29年 R1年

女性 6時間未満

20歳～39歳 40歳～59歳

60歳以上

睡眠不足
男性：20～59歳
女性：40～59歳

適切な睡眠時間
20～59歳：6～9時間
60歳以上：6～8時間



睡眠休養感の確保状況（国民健康・栄養調査）
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短時間睡眠による健康への害
6‐8時間を基準とし
睡眠時間が短縮すると
増加する健康被害
• 全死亡
• 2型糖尿病
• 高血圧
• 心血管障害
• 冠動脈疾患
• 肥満

Itani O, et al. Sleep Med 32: 246-256, 2017.

• うつ病
• 自殺

Zhai L, et al. Depress Anxiety 32: 664-670, 2015.
Chiu HY, et al. Sleep Med Rev 42: 119-126, 2018. 



長時間睡眠による健康への害
7‐8時間を基準とし
睡眠時間が延長すると
増加する健康被害
• 全死亡
• 2型糖尿病
• 心血管障害
• 脳卒中
• 冠動脈疾患
• 肥満

Jike M, et al. Sleep Med Rev 39: 25-36, 2018.

• うつ病
• 認知症

Zhai L, et al. Depress Anxiety 32: 664-670, 2015.
Fan L, et al. J Am Med Dir Assoc pii: S1525-8610(19), 2019.



厚生労働科学研究費補助金
循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業

H31年～R2年（2019年・2020年）

「健康づくりのための睡眠指針2014」のブラッシュアップ・アップデートを目指した「睡眠の質」の
評価及び向上手法確立のための研究（19FA0901）

研究代表者：栗山健一

成果：①睡眠の質指標として「睡眠休養感」の有用性検証

②睡眠時間の確保と睡眠休養感の向上が寿命延伸に寄与する可能性を検証

R3年～R5年（2021年・2022年・2023年）

適切な睡眠・休養促進に寄与する「新・健康づくりのための睡眠指針」と連動した行動・習慣改善
ツール開発及び環境整（21FA0201）

研究代表者：栗山健一

成果：①健康づくりのための睡眠ガイド2023策定（2023年2月16日公開）

https://www.mhlw.go.jp/content/10904750/001181265.pdf

②睡眠休養感を低下させる生活習慣等を特定し、高血圧・糖尿病等の生活習慣病リスクを検証

③睡眠チェックボックスの作成

④睡眠チェックボックスのデジタル化



睡眠時間／床上時間と起床時の休養感を用いた
総死亡リスク評価

成人世代
睡眠時間が短くかつ休養感がない
総死亡リスクが1.6倍に増加
（長時間睡眠は総死亡リスク低減）

高齢世代
床上時間が長くかつ休養感がない
総死亡リスクが1.5倍に増加

Yoshiike T, et al. Sci Rep 12(1): 189, 2022.
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睡眠時間（床上時間）の分布
成人（40～64歳）
3128名

高齢者（65歳以上）
2676名

EEG-measured Total Sleep Time (min)

EEG-measured Total Sleep Time (min)
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t
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t

Yoshiike T, et al. Sci Rep 12(1): 189, 2022.

EEG-measured Time in Bed (min)



睡眠時間の主観－客観乖離
（睡眠状態誤認）自体が健康リスクと関連

Yoshiike T, et al. Sci Rep 12(1): 189, 2022.

高齢者ほど睡眠時間を
長く見積もる傾向が大

Osteoporotic Fractures in Men Sleep Study（MrOS）
：2,674名の地域高齢住民（男性）を対象とした縦断調査（NSRR）

*

*睡眠時間の主観客観比が高い（過大評価）と
総死亡リスクが1.28倍（95% CI, 1.12-1.46）

Utsumi T, et al. Sci Rep 12(1): 18650, 2022.



平日の睡眠不足＆Social Jetlagによる健康被害

平日6時間以上睡眠をとっている場合のみCUSが機能する
休日2時間以上のCUSは睡眠負債を返済しきれない

Yoshiike T, et al. Sleep Biol Rhythms 21(4): 409-418, 2023.

normal TSTshort

long CUS



年代ごとの睡眠時間目標

明確な睡眠時間確保目標の設定

Shen X, Wu Y, Zhang D. Sci Rep 6: 21480, 2016.

高齢者

若年・成人

• 若年～成人は睡眠時間の確保

平日少なくとも6時間以上
休日に寝だめをしなくて済む睡眠習慣

• 高齢者は長寝の防止

床上時間過剰の是正（8時間未満）
日中の活動量の確保
長時間昼寝の防止

睡眠時間が総死亡リスクに及ぼす影響:メタ解析



R5年度 睡眠時間（国民健康・栄養調査）



睡眠時間／床上時間と起床時の休養感を用いた
総死亡リスク評価

成人世代
睡眠時間が短くかつ休養感がない
総死亡リスクが1.6倍に増加
（長時間睡眠は総死亡リスク低減）

高齢世代
床上時間が長くかつ休養感がない
総死亡リスクが1.5倍に増加

Yoshiike T, et al. Sci Rep 12(1): 189, 2022.
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【健康日本21（第三次）】
健康づくりのための睡眠ガイド2023
「推奨事項＆参考情報」（旧・睡眠12箇条をUpdate）

不眠症等の睡眠障害の予防・早期発見を含めた包括的な国民の睡眠健康増進指針

• 参考情報（INFORMATION）

1. 良質な睡眠のための環境づくりについて
2. 運動、食事等の生活習慣と睡眠について
3. 睡眠と嗜好品について
4. 睡眠障害について
5. 妊娠・子育て・更年期と良質な睡眠について
6. 就業形態（交替制勤務）と睡眠の課題について

睡眠休養感の改善・向上



第2原則【快適な寝室環境】

1. 就寝中の光刺激は睡眠を分断し、浅眠化させる

夕刻以降の光は睡眠・覚醒相を後退させる

※朝・日中に十分な日光を浴びることは体内時計の調節に有用

2. 夏季の暑さ、冬季の寒さは入眠を妨げ、中途覚醒を増加させる

【参考事項】

ただし、冬の寒さは寝具（掛け布団）で対処可能

夏の高湿度は体感温度上昇の要因となる

3. 騒音は中途覚醒を増加させる

室外騒音への対処（40db以下）は自治体の対策も必要

Obayashi K, et al. J Clin Endocrinol Metab 97: 4166-4173, 2012.
Hébert M, et al. J Pineal Res 33: 198203, 2002.
Xu YX, et al. Sci Total Environ 857: 159303, 2023.

Okamoto-Mizuno K, Tsuzuki K. Int J Biometeorol 54: 401-409,2010.
Saeki K, et al. Physiol Behav 149: 29-34, 2015.

Basner M, McGuire S. Int J Environ Res Public Health 15, 2018.
Yamagami Y, et al. Sleep 46: zsac197, 2023.



第3原則【身体活動・食習慣・リラックス】
1. 運動習慣は、どのような運動であっても入眠を促進し、中途覚醒を減らす

仕事や家事で体を動かす時間も運動（身体活動）に含まれる

1日60分以上の運動（身体活動）が目標

【参考事項】 就寝直前の運動は入眠を妨げる可能性がある（個人差）

2. 食事のタイミングは体内時計の同調に影響する

朝食の摂取、就寝直前の夕食・夜食は特に影響が大きい

【参考事項】 こども・若年成人は特に睡眠・覚醒相の後退に強く影響する

夜間の摂食は、浅眠化・中途覚醒の増加にも影響

3. 日中～夕刻までの間にストレスを解消し、特に夕刻以降は脳の興奮を鎮めることがスムー
ズな入眠への移行に有効（夜の入浴は体温調節＋リラックス）

【参考事項】 日中のストレスを夜に持ち越すことが「就寝先延ばし行動」の要因となり得る

「就寝先延ばし行動」はこども・成人の睡眠不足の要因となる

Otsuka Y, Kaneita Y, et al. Sleep Med 101: 99-105, 2023. 
Kline CE,et al. Sleep Med Rev 58: 101489, 2021.
Frimpong E, et al. Sleep Med Rev 60: 101535, 2021.

Otsuka Y, Kaneita Y, et al. Sleep Med 101: 99-105, 2023. 
Ogata H, et al. Nutrients 12: 2797, 2020.
Shimura A, et al. Sleep Health 6: 288-298, 2020.

Van Someren EJW. Physiol Rev 101: 995-1046, 2021.
Haghayegh S, et al. Sleep Med Rev 46: 124-135, 2019.
Spaeth M, et al. Dev Psychol 51: 1380-1394, 2015.



第4原則【カフェイン・喫煙・飲酒】
1. カフェインの覚醒作用は、入眠を妨げ、中途覚醒を増加させる

夕方以降の摂取は特に睡眠を妨げやすい（半減期３～７時間）が、摂取総量（400
㎎/日）が増えると、午前中の摂取でも夜間睡眠に影響しうる

2. ニコチンの覚醒作用もカフェインと同様（半減期2時間程度）

半減期が短く、眠前の摂取がより影響しやすいが、習慣的喫煙により、ニコチンの
離脱が生じ、入眠困難・中途覚醒の原因となる

3. アルコールの鎮静作用は入眠促進に役立つが、睡眠相後半以降は、分解されて生じ
たアセトアルデヒド（分解能に個人差大）の覚醒作用により、中途覚醒・再入眠困
難の原因となる

特に、入眠促進を目的とした寝酒習慣は、睡眠・健康問題を悪化しうる

Gardiner C, et al. Sleep Med Rev 69: 101764, 2023.
Landolt H-P,et al. Brain Res 675: 67-74. 1995.

Otsuka Y, et al. Clocks Sleep 4(4): 595-606, 2022.
daSilva E, et al. Sleep Epidemiol 100028, 2022.
Jaehne A, et al. Sleep Med Rev 13: 363-377, 2009.

Otsuka Y, et al. Clocks Sleep 4(4): 595-606, 2022.
EbrahimI O, et al. Alcohol Clin Exp Res 37: 539-549, 2013.
Edenberg HJ. Alcohol Res Health 30: 5-13, 2007.
Soldatos CR, et al. Sleep Med 6: 5-13, 2005.



【第5原則】睡眠障害の早期発見

• 不眠症（有病率10％程度・有症率40％程度）
睡眠時間の短縮
精神健康の悪化

• 閉塞性睡眠時無呼吸（有病率10％程度：米国の1/3～1/4）
気づかないうちに睡眠時間短縮・質の悪化

労務効率の低下・労働災害・重大な健康リスク

Buysse DJ. JAMA. 309(7): 706-716, 2013.
Guilleminault C. Psychiatr Clin North Am. 1987 Dec;10(4):607-621, 1987.







自治体による睡眠健康づくり事業の目標と実際

1. 睡眠健康の目標と指標の理解

2. ロジックモデルとアクションプラン

3. 立案のための参考事例と運用



・睡眠時間が適
切に確保できて
いる者の割合の

増加

・睡眠で休養が
充分とれている
者の割合の増加

ロジックモデル＜睡眠時間が適切に確保できている者の割合の増加＞
＜睡眠で休養が⼗分とれている者の割合の増加＞

国・都道府県・市町村
１）健康・福祉部⾨
①普及啓発（GSガイドの活⽤） 、②ウェアラブルデバイス等を⽤いた睡眠モニタリン
グの推奨、③運動（個⼈・集団）を促進する環境・機会の提供
２)教育部⾨
①普及啓発（GSガイドの活⽤）
３）都市計画・交通部⾨、等
①通勤⼿段の整備、アクセスの改善（利便性・渋滞緩和等）、②夜間騒⾳・照明に配慮
した街づくりの推進、③温暖化対策、夜間のエアコン使⽤の促進

１）知識・態度
• 健康づくりのための睡眠ガイド2023（GSガイド）認知
率の向上

• 睡眠健康に関⼼を持つ⼈の増加
• 健康づくりのための睡眠知識を指導できる⼈の増加

２）⾏動
• 睡眠習慣を記録する⼈の増加
• ウェアラブルデバイス等で睡眠を（客観的に）評価
する⼈の増加

• 睡眠チェックシートを利⽤する⼈の増加
• 睡眠改善アプリ（仮）を利⽤する⼈の増加

• 睡眠健康啓発活動に参加する⼈の増加
• 保健師・管理栄養⼠等の実施する睡眠相談に参加する
⼈の増加
• アドバイスシートを⽤いて睡眠指導を⾏う保健師・
管理栄養⼠等の数の増加

• 睡眠の不調に気づき専⾨医療機関を受診する⼈の増
加

• 残業時間を減らす⼈の増加

学校・教育現場
①普及啓発（GSガイドこども版の活⽤、親への啓発）、②保健・体育授業における睡
眠指導の充実、③睡眠時間を確保するための課外活動・通塾の指導、④ ウェアラブル
デバイス等を⽤いた睡眠モニタリングの推奨

１）SLP参画⾃治体・企業・団体数の増加

２）地域に関する指標
• 睡眠健康イベント開催数
• 地域住⺠の睡眠健康相談に関わる保健師・管理栄養⼠等

の数

３）職域に関する指標
・平均残業時間
・勤務間インターバル制度の導⼊数
・従業員の睡眠健康相談に関わる保健師・管理栄養⼠等の
数

４）学校に関する指標
• 睡眠健康に関する授業時間（機会）数

５）その他の指標
• デジタル技術を⽤いた睡眠計測・評価の活⽤数

（ウェアラブルデバイス、スマホアプリ等）

職域
①普及啓発（GSガイド成⼈版の活⽤等）、②ワークライフバランスの推進による睡
眠・余暇時間の確保、③交替制勤務者の労働環境・条件整備、 ④ウェアラブルデバイ
ス等を⽤いた睡眠モニタリングの推奨

関係団体・その他
１）医療・医師会・⻭科医師会・薬剤師会・看護師会・理学療法⼠会等
①普及啓発（GSガイドの活⽤）②診療における睡眠指導の充実、③睡眠障害専⾨医・
⻭科医・検査技師・⼼理⼠制度の充実（⽇本睡眠学会）、④プライマリ・ケア医の睡眠
障害診療技術の向上、⑤睡眠障害専⾨医療機関の増加・充実
２）産業医・産業保健専⾨職
①普及啓発（GSガイド成⼈版の活⽤）、②産業衛⽣活動における睡眠指導の充実、 ③
産業保健専⾨職における睡眠・睡眠障害に関する知識・技能の向上

保険者
①特定健診・後期⾼齢者医療健診・保健指導における睡眠指導の充実、②ウェアラブル
デバイス等を⽤いた睡眠モニタリングの推奨、③睡眠健診の導⼊

個別施策
（実施主体別 施策の例）

中間アウトカム
（対象とする⼈の変化）

分野別
アウトカム

アウトプット指標
（施策の実施状況の指標， 実現や達成

をめざす⽬標）

・睡眠時間・床上
時間の適正化

・睡眠休養感の
向上

緑は睡眠時間・睡眠休養感共通



睡眠健康増進のためのアクションプラン案

レベル７
睡眠ガイド2023（GSガイド）を用いた啓発（個人・自治体・企業・国）

レベル６ 睡眠健康向上の組織的取り組み（国・企業）
• 勤務間インターバル制度（2019年4月～：事業主の努力義務）
• 時間外労働の上限規制（月45時間・年360時間：2019年4月～）
• 職域・自治体における睡眠健康増進の普及・啓発を担う保健師・管理栄養士の育成・配置の充実

レベル５（睡眠時間評価を主観から客観へ）
客観的睡眠計測機器の普及（個人・自治体・企業・都道府県）

レベル４
客観的睡眠計測機器利用支援（企業・自治体・都道府県）

インセンティブによる選択の誘導

デフォルトの設定変更による選択の誘導

環境を整えることによる選択の誘導

情報の提供（教育・啓発）



レベル６
職域における睡眠時間確保の取り組み （国・企業）

• 勤務間インターバル制度（2019年4月～：事業主の努力義務）
• 時間外労働の上限規制（月45時間・年360時間：2019年4月～）

上記制度運用のさらなる徹底（国レベル）
レベル７の充実（個人・自治体・都道府県）
・職場や学校における睡眠教育の拡充
・睡眠奨励週間の導入
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睡眠時間に影響する日中活動の調査American 
Time Use Surveys (ATUS)

• 睡眠時間は①労働時間、②移動（通勤）時間と強い相関
• 睡眠時間と労働時間のトレードオフ関係は45-54歳の年代で最強

Basner M, Dinges DF, et al. SLEEP 30(9): 1085-1095, 2007.



レベル５
客観的睡眠計測機器の普及 （個人・自治体・都道府県）

睡眠時間の主観的評価は不正確（多くは過剰評価）

☛客観的評価をスタンダードに据えることで…
• 労働世代では睡眠不足の自覚を促す
• 高齢世代では床上時間過剰の抑制につながる

• 地方自治体・都道府県レベルで、客観的睡眠計測機
器（スマートウォッチ等）の利用推奨

• 睡眠チェックシートの利用推奨
スマートウォッチ等で睡眠データ（客観データ）を収集し、
睡眠管理・睡眠衛生指導をアプリ上で行うデジタルプラットフォームを開発中



レベル４
客観的睡眠計測機器利用支援事業 （企業・自治体・都道府県）

• 地方自治体レベルで、客観的睡眠計測機器（スマート
ウォッチ等）の購入支援（補助金）

• 客観的睡眠計測機器（スマートウォッチ等）を用いた睡
眠健診、睡眠健康管理事業支援（補助金）

• ホワイト・ブライト500（経済産業省）との連携

上記機器を用いた医療受診支援（企業・地方自治体）
• 相談に対応できる保健所（保健師）の拡充
• 客観計測機器の運用に対応できる診療所・病院の拡充



睡眠健康インフラの整備

正しい睡眠健康知識の普及・啓発（健康づくりのための睡眠ガ
イド2023の活用）

ウェアラブルデバイスを睡眠健康管理に用いる文化の醸成

睡眠相談に応じることができる自治体・企業における保健師・
管理栄養士の増加

アクションプラン レベル６
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労働負荷・加齢に伴い増加する睡眠問題

睡
眠
健
康
相
談

心理ストレスによる不眠

長時間労働・不規則勤務

必要な睡眠時間の短縮

睡眠・覚醒のメリハリ減少

睡眠障害有病率の増加

健康問題（心配）の増加

健康増進・労務効率の向上・労働災害の減少



日本睡眠学会専門睡眠医療看護師の創設

1. 看護師の資格を有し、看護師として3年以上の実務経験を有する者
2. 日本睡眠学会の1年間以上の会員（学生会員を含む）歴を有し、日

本睡眠学会又は関連する国際睡眠学会の定期学術集会に1回以上参
加していること

3. 睡眠医療に関する1年間以上の臨床経験を有すること
4. 日本睡眠学会が主催するCBT-Iワークショップ（ベーシックコース

研修会）および睡眠医療・技術セミナーを修了した者
5. 睡眠科学及び睡眠医療についての一般的な知識を有すると共に、

多職種と協働して看護ケア支援を実施する能力を有していること



自治体による睡眠健康づくり事業の目標と実際

1. 睡眠健康の目標と指標の理解

2. ロジックモデルとアクションプラン

3. 立案のための参考事例と運用



NTTグループ

• 専用の活動量計を用い
た睡眠客観計測

• 睡眠健康に関する啓発
セミナー

• 睡眠健康相談



ニューロスペース社

• ウェアラブル
デバイスを用
いた睡眠計測
データに基づ
く睡眠習慣改
善プログラム
を提供



茨城県笠間市

• 2023年11月～
• ウェアラブルデバイスの貸

し出し

条件
• 端末を1ヶ月のうち21日間

以上かつ1日20時間以上装
着

• スマホアプリの使用
• アンケートへの回答



山口県山陽小野田市

• 2024年9月～

• スマートウォッチの貸し出し

• 運動習慣の獲得

• 薬局と連携し薬剤師・保健師
の指導・保健相談

条件

• 面談・測定（体重や血圧等）

• 6か月間の継続使用



石川県能美市

• 2024年2月～
• スマートウォッチの貸

し出し
• 高齢者のフレイル予

防・見守り



東京都小平市

インセンティブの導入



LumiHealth（Singapore）

• シンガポール政府がAppleと共同開発

• 17歳以上のシンガポール在住者が、
2020年10月28日以降ダウンロード可能

• 年齢、性別、体重に応じてパーソナラ
イズされたタスクを実行。タスクには
週単位のアクティビティ目標が設定さ
れており、ウォーキングだけでなく、
水泳やヨガなどのアクティビティでも
達成可能

• 健康診断や予防接種を受けることを促
したり、睡眠習慣とマインドフルネス
の改善や、より健康的な食事を推進す
る健康課題への参加も促す

• 2年間で最大380シンガポールドル（約
29,000円）の賞金（バウチャー）を獲
得することが可能



運用開始以降９割近くの住民が使用継続

• 仕事や学校
の休憩時間
に5分ほど
歩く、朝食
にたんぱく
質をとる、
睡眠時間を
30分長くす
る、糖分を
おさえるな
ど…







Fin ～誰一人取り残されない世界最先端の睡眠健康社会を目指して

厚生労働科学研究費研究課題（19FA0901）
「健康づくりのための睡眠指針2014」のブラッシュアップ・アップデートを
目指した「睡眠の質」の評価及び向上手法確立のための研究
厚生労働科学研究費研究課題（21FA0201）
現代の社会生活に応じた適切な睡眠・休養取得のための行動変容促進ツール
の作成及び環境整備のための研究
厚生労働省労災疾病臨床研究事業（240701-01）
ウェアラブルデバイスにより得られたライフログデータの活用による産業保
健活動の推進に関する研究
厚生労働行政推進調査事業費補助金（22FA2001）
次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究）


